


FACT BOOKについて

	 経営理念・事業概要
02 大東建託グループパーパス／経営理念／
	 事業概要／会社プロフィール

	 業績推移
03 グループ連結　10年推移／目標経営指標
04 セグメント別　		10年推移	

	 業界ポジション
05 財務指標　　他社比較		
07 建設事業　　他社比較		
09 不動産賃貸事業　他社比較		

	 市場環境
	 人口・世帯動態
11	 国内の住宅構成／国内の住宅着工戸数推移
12	 今後の人口・世帯予測	
13	 高齢化社会の予測
14	 外国人居住者数の推移
			 法律・政治
15	 法改正／相続税の課税対象者、税収推移
16	 相続税の地域別課税状況／税収動向
17	 賃貸住宅の建築による節税メリット　－相続税－／	
 賃貸住宅の建築による節税メリット　－固定資産税－	

	 ニーズ
18	 動機　－土地活用の必要性－／
	 賃貸住宅の管理・運営	

	 経済
19	 金利動向／家賃動向	
20	 建て替え物件の増加
	 建設業界
21	 建設業界の動向
	 不動産業界
23	 不動産業界の動向

	 ビジネススキーム
25	 賃貸経営受託システム
27	 35年一括借上・40年一括借上
29	 原状回復・修繕項目一覧
30	 一括賃貸借契約を締結する上での注意点

	 建設事業
31	 家賃審査体制（土地診断）
33	 営業体制
34	 設計・施工体制
35	 商品力の強化
36	 商品ラインナップ
37	 建築技術
39	 環境配慮住宅の推進
40	 建設事業の機能強化

	 不動産賃貸事業
41	 入居者斡旋体制	
43	 管理体制

	 不動産開発事業
45	 事業概要
46	 買取・再販事業	
47	 ビルドセット（開発販売）事業
48	 投資マンション事業	
49	 ホテル・物流施設等開発
50	 海外事業	
	 その他事業
51	 エネルギー事業
52	 バイオマス発電事業	
53	 介護・保育事業	
54	 介護・保育事業／不動産投資事業	

	 企業データ
55	 大東建託グループの沿革
57	 グループ会社の一覧

大東建託グループの事業概要・業績、業界ポジション・市場環境、ビジネススキームを様々な指標や統計データを
用いて、理解を深めていただく。

発行の目的
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「我が社は、限りある大地の最有効利用を広範囲に創造し、
	実践して社会に貢献する。」

「託すをつなぎ、未来をひらく。」

建設事業 不動産開発事業

その他事業不動産賃貸事業

当社グループはこれまでオーナー様や入居者様の人生に寄り添い、想いを託され、
その託された想いを実現しようと、従業員が一丸となり取り組んできました。
そして、これからも、その想いを次の世代、未来へとつないでいくこと、
それが、当社の存在価値であると考え「パーパス」を策定しました。

アパート・マンションの建設・管理事業を中心に、
建物賃貸事業に関わる周辺ビジネスを幅広く展開しています。（詳細はp.25〜）

本社所在地	：	東京都港区港南2-16-1
設　　　立	：	1974年6月20日
資　本　金	：	290億6,099万円
証券取引所	：	東証プライム市場、名証プレミア市場上場（証券コード	：1878）
株　式　数	：	発行済株式数／68,918,979株	
単　元　株	：	100株
従　業　員	：	18,814名（2025年3月末グループ連結）

ガス供給事業 介護・保育事業

品川本社ビル

賃貸マンション ビルドセット賃貸アパート 投資マンション

入居者募集・斡旋 建物管理・運営

経営理念

未来への志（大東建託グループパーパス）

事業概要

会社プロフィール

経 営 理 念・事 業 概 要
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【出所】当社決算資料　
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1,0001,000
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1,010

1,2011,201

15,570 15,911 15,862

1,2631,2631,263 1,2701,270

1,0481,048

1,1881,188

’24/3 ’25/3’16/3 ’17/3 ’18/3 ’19/3 ’20/3 ’21/3 ’22/3 ’23/3

1,2791,279

4期連続の増収増益を達成。

グループ連結 10 年推移

目標経営指標

中期経営計画(2024～2026年度) 方針 2019年度～2023年度実績

財務状況

自己資本比率 35%以上を維持 37.6％(2023年度)

D/Eレシオ 0.3以下を維持 0.2(2023年度)

長期借入金 必要に応じて調達 グリーンローン90億円
(2023年1月実行)

投資
設備投資 3年で600億円以上

（内、ＩＴ・ＤＸ300億円以上) 5年で1,080億円

事業投資 3年で1,000億円以上 5年で700億円

株主還元
配当性向 50% 50％

自己株取得 機動的に実施（単年度ごとに判断） 500億円

売上 ２兆円 / 営業利益 1,400億円 / ROE 20%
2026年度

目標
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セグメント別 10 年推移

売上高 営業利益（完成工事）総利益率

（期）’24/3 ’25/3’21/3 ’22/3 ’23/3’16/3 ’17/3 ’18/3 ’19/3 ’20/3
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建設事業 価格改定効果により完成工事総利益率回復
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※不動産開発事業は2025年3月期より独立した報告セグメント区分
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不動産開発事業 投資用マンションや買取再販事業が好調に推移
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不動産賃貸事業 家賃収入は増加したものの、斡旋費用の増加などにより営業利益・総利益率は減少
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【出所】当社決算資料
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その他事業 LPガスの供給戸数増加、マレーシアホテルの客室単価の改善により、売上・利益増加
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D社 S 社当社 D社 S 社当社
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（億円）

41,267
44,395

49,081
52,029

54,348

16,576 17,314 18,423

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

24,469 25,895
29,288

31,072

40,585

14,889 15,830

2023 202420222020 2021 （年度）

（億円）

0

3,832

4,653 4,402

5,462

2,301
2,614 2,709

3,313

1,000 1,048 1,188

3,571

1,865

867 995

【出所】各社データ 【出所】各社データ
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純利益とEPS（1株当たり純利益） 10ヵ年変化率（2013年度対2023年度）

社名 売上高 営業利益 従業員数 1人当たり
営業利益

EPS
（1株あたり利益） 株価 時価総額 発行済株式数

大東建託

+37.5％ +16.8％ +25.0％ ▲6.6％ +60.1％ +82.7％ +56.2％ ▲14.5％

完成工事高 粗利率 挙績額
（円/人月） 挙績率 受注高 営業人員

（3月末）
空室率

居住用（累計） 管理戸数

▲3.7％ ▲2.1pt +4.4％ ▲6.7pt ▲5.7％ ▲11.0％ ▲1.30pt +52.9％

社名 売上高 営業利益 従業員数 1人当たり
営業利益

EPS
（1株あたり利益） 株価 時価総額 発行済株式数

D社 +92.7％ +169.1％ +48.6％ +81.1％ +183.8％ +158.6％ +158.2％ ▲0.2％

S社 +72.1％ +105.4％ +33.8％ +53.6％ +160.7％ +133.4％ +125.2％ ▲3.5％

O社（大手ゼネコン） +44.2％ +148.1％ +32.1％ +87.8％ +247.7％ +220.0％ +220.0％ +0.0％

L社 ▲10.3％ +70.5％ ▲43.0％ +199.1％ +94.9％ +4.4％ +28.6％ +23.2％

T社 +34.6％ +47.3％ ▲13.6％ +70.4％ +77.5％ +138.9％ +138.9％ +0.0％

（大手ゼネコン）

11.7%,  40.2%

30.0 60.0 90.0 120.00.0

20.0

40.0

ROE（%）

12.9%, 60.0%
12.6%, 39.7%

2025年3月期
（21.5% , 50.0%)

S社

D社
O社

当社

ROEと総還元性向 高い水準で株主還元を実現

ROE 総還元性向

当社 21.5% 50.0%

D社 12.9% 60.0%

S社 11.7% 40.2%

O社
（大手ゼネコン） 12.6% 39.7%

【出所】	ROE：各社データ、総還元性向：各社データより推計総還元性向（%）

年間配当
特殊要因により計画を大幅に上回った

（注）当社は、2025年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき5株の割合で株式分割を行う予定です。
   　26/3（計画）の配当金については、当該株式分割を考慮しない場合となります。

100

200

300

400

500

600

700

800
（円）

16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 26/3
（計画）

25/3
（実績）

25/3
（計画）

0
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606583
536

432

714
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64円※64円※

【出所】各社データ

※株式売却益、為替差益などに伴う配当
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 営業担当者数

2,970名
2025年3月末時点

2024年度

 リピート契約率

71.2％2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2023 20242020 20２1 2022

当社 D社 S社

（億円）

3,588

4,207 5,037

5,904 5,969

3,889

3,549

5,205 5,502
5,923

【出所】各社データ
※会社により受注高計上基準が異なります

（年度）

 オーナー様数

92,635名
2025年3月末時点3,901

3,622

4,227

5,491
5,870

当　社 他　社

借上期間 35年・40年
※計画地によりご提案できるプランが異なります。 2年・10年・20年・30年のいずれか

賃料固定期間
当初10年間固定、以降5年毎に更新
※40年の一部エリアでは、当初5年間固定、
				以降5年ごとに更新となります。

2年毎に更新

借上率 フルパッケージ：84.5%
スタンダード：89.75% 90％

原状回復負担 当社グループ負担 オーナー様負担 （オプションにより会社負担）

修繕負担
フルパッケージ：当社グループ負担
(31年目以降オーナー様負担)
スタンダード：オーナー様負担

オーナー様負担 （オプションにより会社負担）
※修繕積立として計上しているパターンあり。

【出所】各社データ																														（詳細はP27〜28参照）

建設事業 他社比較

賃貸住宅	受注高

0.0

5.0
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20.0

0

100

200

300

400
（%） （千戸）着工戸数着工シェア

2023 202420222020 2021 （年度）

【出所】各社データより推計 当社 D社 S社

2023 20222020 2021 2024
2.0

3.0

4.0

5.0
（万戸）

（年度）

【出所】各社データより推計 当社 D社 S社

8.5%
7.6% 7.8%

10.6%
12.5% 11.8%

9.7%
9.4% 9.2%

32 41 40

7.0%
6.1%

12.6% 11.9%

8.8%
7.2%

42 42

全国賃貸住宅着工戸数 当社賃貸住宅着工戸数　

303
330

347 340 356

3.8 3.9
4.1 4.0 4.1

2.9
3.1

3.2

2.9

2.52.6 2.5
2.7

2.3
2.1

借上内容比較 長期に安定的な借上システムを提供

賃貸住宅	着工シェア
業界トップのシェアを維持

賃貸住宅	供給戸数（完成戸数）
業界トップの設計・施工力を維持

業 界 ポ ジ ション
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【出所】全国賃貸住宅新聞2025年6月23日発行号「賃貸住宅に強い建設会社ランキング2025	ハウスメーカー部門」(2024年度実績)

※その他・・・新形態銀行（ネット銀行など）、生保など

順位 会社名 実績（戸）

1 大東建託 41,854

2 大和ハウス工業 25,688

3 積水ハウス 19,544

4 東建コーポレーション 11,023

5 旭化成ホームズ 5,902

5年
連続 No.1

賃貸住宅供給ランキング 賃貸住宅供給のトップランナー

建築資金調達先シェア 金融市場環境に合わせた調達を実施

【出所】当社データ

2024年度2019年度

2014年度2009年度

住宅金融
支援機構

22.4％

地方銀行

32.0％

その他

2.2％

信用金庫

10.5％

農協

11.5％

都市銀行

21.4％

都市銀行

13.8％

農協・漁協

6.8％

その他

2.0％
地方銀行

53.1％

信用金庫

15.2％ 住宅金融
支援機構

9.1％

農協・漁協

都市銀行
6.6％

5.8％
信用金庫

8.5％

その他

8.0％

住宅金融
支援機構

23.2％

地方銀行

47.9％
農協・漁協

都市銀行

6.4％

7.9％
信用金庫

9.8％

その他※

8.4％

住宅金融
支援機構

10.1％

地方銀行

57.3％
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 仲介専門スタッフ数

2,564名
 仲介店舗数

603店舗
2025年3月末時点
（詳細はP41参照）

2025年3月末時点

20232022 20242020 2021
※件数入居率＝100%-（空室数／管理戸数）

（％）

（年度末）
96

98

100

99.1% 99.1%
98.7% 98.8%

98.2%

97.2%
97.4%

97.8%
98.2%

97.9% 97.9%97.8%97.7% 97.7%

【出所】各社データ 当社 D社 S社

98.9%

【出所】週刊全国賃貸住宅新聞2025年1月6日発行号（2023年10月〜2024年9月末※実績）
※一部、期末の関係で時期が異なります

順位 会社名 実績（件）

1 大東建託グループ 235,730

2 ハウスメイトグループ 66,251

3 東建コーポレーション 65,467

4 タウンハウジング 65,224

5 タイセイ・ハウジーホールディングス 53,498

No.1

不動産賃貸事業 他社比較

賃貸住宅件数入居率 高い入居率を維持

2022 2023 2024 （年度末）

（％）

【出所】当社データ

50

60

70

80

90

100

北海道 東北 関東 甲信越
・北陸

東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄

※家賃ベース入居率=100%－(空室物件の借上家賃支払額／家賃総額（%））

97.1% 96.5% 98.6% 98.0% 97.8% 97.9% 96.6% 96.3% 97.6%

賃貸住宅地域別入居率 全地域で高い入居率を維持

仲介件数ランキング 当社グループで首位を堅守

15年
連続

業 界 ポ ジ ション
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20232022 20242020 2021

 管理専門スタッフ数

2,031名
2025年3月末時点

（万戸）

【出所】各社データ

0

20
10

50
40
30

60

90
80
70

120
110
100

130

（年度末）

119.7 122.4 125.5 128.7

61.1 63.0

65.7 67.4

64.9 68.4 70.2

69.1 70.8 72.1

当社 D社 S社

116.9

順位 会社名 実績（戸）

1 大東建託グループ 1,261,104

2 積水ハウスグループ 708,464

3 大和リビング 659,148

4 レオパレス21 554,373

5 東建コーポレーション 287,060

No.1

賃貸住宅管理戸数 100万戸達成以降も増加傾向で推移

【出所】週刊全国賃貸住宅新聞2024年8月5日発行号（2023年度末実績）

賃貸住宅管理戸数ランキング 圧倒的１位を維持

地域別管理戸数 需要に沿った建物供給

（千戸）

0

100

200

300

400

500

600

北海道 東北 関東
（うち首都圏）

うち三大
都市圏

甲信越・北陸 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄

172

60
114

158
209

97

366

89
22

（257）

管理戸数割合

2%
7%

28%

20%

8%

16%
12%

9%
5%

13%

624
48%

28年
連続

【出所】当社データ
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【出所】国土交通省「建築着工統計調査報告（令和6年度計）」
※不詳、給与住宅含む

※

賃貸住宅 

43.7％
35.6万戸

持ち家

56.3％
45.9万戸

81.6
万戸/年

【出所】総務省統計局「令和5年住宅・土地統計調査」
※5年毎の調査　※不詳含む

※

賃貸住宅

35.0％

持ち家

65.0％

1,946万戸

3,620万戸

5,566
万戸

国内での賃貸住宅のシェアは安定しています。

国内の住宅構成

住宅着工戸数（2024年度）
4割は賃貸住宅の着工

住宅ストック数（2023年）
3割～4割は賃貸住宅に居住

45 45 46
51 53

43 44

31 29 28
32 36 35 35

42 41 3938

2007.6
改正建築基準法施行

2002～2008
供給戸数は平均47万戸/年で推移

リ
ー
マ
ン
シ
ョッ
ク 東

日
本
大
震
災

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

33 30
33 34 34

【出所】国土交通省「建築着工統計調査報告」

（万戸）

0

15

30

45

60

75

全国賃貸住宅着工戸数　

（年度）’24’21 ’22 ’23’02 ’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20

（％）※

33

88
54

(38)
30

81
50

(37)

81

35

45

(44)

33

86
53

(38)

34

86
51

(40)

34

80
45

(43)

81
52

29
(36)

84
55

28
(34)

89
57

32

(36)

98
61

36

(37)

35

88
52

(41)

38

92
53

(42)

42

97
54

(44)

41

94
53

(43)

39

95
56

(40)

全国持ち家着工戸数
全国賃貸住宅着工戸数　

住宅着工戸数
（合計）　

【出所】国土交通省「建築着工統計調査報告」 ※賃貸住宅着工割合（不詳、給与住宅除く）

0

20

40

60

80

100

120

140

（万戸）

（年度）’24’23’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21 ’22

国内の住宅着工戸数推移

持ち家・賃貸住宅着工戸数の推移 2024年度の新設住宅着工戸数は前年比2.0％増加

賃貸住宅着工戸数の推移 2024年度の貸家着工戸数は前年比4.8％増加

市 場 環 境
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世帯数はほぼ横ばいで推移すると予測されています。

今後の人口・世帯予測

■	2050年の人口は、2020年の1億2,615万人から17.0％減少して、1億469万人になると予測されています。

■	世帯数は2024年に推計値が見直され、減少率が緩やかになり、総世帯は2030年に5,773万世帯でピークを　	　	
　	迎え2050年には5,261万世帯になると予測されています。（2020年比5.5%減）
　	単身世帯は2036年に2,453万世帯でピークを迎えるまで増加を続け、以降、緩やかに減少します。

■	1世帯当たり人員は2050年までに現在の2.2人から1.9人に減少すると予測されています。

予 測

【出所】国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2018（平成30）年推計、令和6（2024）年推計）」
         総務省統計局「令和２年国勢調査結果」

（年）’95 ’00 ’05 ’10 ’15 ’20 ’25 ’30 ’35 ’40 ’45 ’50

1,123 1,291 1,445 1,678 1,841 2,115 2,296 2,404 2,450 2,442 2,390 2,330

761 883 963 1,024 1,075 1,116 1,135 1,124 1,099 1,068 1,033 955

4,678 4,906 5,184 5,333 5,570 5,727 5,773 5,726 5,608 5,441 5,261

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

5,411 5,348 5,231 5,075
4,390

総世帯数 5年前の総世帯数推計 単身世帯数 夫婦のみ世帯数

世帯数（万世帯）

予 測人口（万人） 世帯数（万世帯）

12,557 12,692 12,776 12,709 12,615 12,326 12,012

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

4,390 4,678 4,906 5,184 5,333 5,570 5,727 5,773 5,726 5,608 5,441 5,261

11,664 11,284 10,880 10,469

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

（年）’95 ’00 ’05 ’10 ’15 ’20 ’25 ’30 ’35 ’40 ’45 ’50

人　口 世帯数

【出所】国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年）（出生中位・死亡中位推計）」、
　　　「日本の世帯数の将来推計（令和6（2024）年推計）」
　　　総務省統計局「令和２年国勢調査結果」

12,805

人口と世帯数の推移・予測 世帯数は2030年にピークに達し、以降、緩やかに減少

単身・カップル世帯の推移・予測 単身世帯は2030年以降もほぼ横ばいで推移

1世帯当たりの人員の推移・予測 世帯人員は減少傾向

予 測

【出所】国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（令和6（2024）年推計）」
         総務省統計局「令和２年国勢調査結果」

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

（年）’50’95 ’00 ’05 ’10 ’15 ’20 ’25 ’30 ’35 ’40 ’45

1.94 1.93 1.922.10 2.022.21 1.97
2.332.422.562.672.82

（人/世帯）
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■   厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所では、世帯主が65歳以上の世帯数は2020年の2,097万世帯
から2050年には、 2,404万世帯と約14％増えると予測しています。

■ 2018年で、健常者世帯の比率は81.5％であり、介護が必要な世帯は18.5％です。
■   2050年に向けて、こうした比率に変化がないとすれば、賃貸住宅に住む「元気なシニア」だけでも176万世帯

の増加が見込まれます。
■   今後の人口減少社会のイメージとして、一般には「高齢者の増加＝介護社会」と考えられがちですが、当社は

これを新たなビジネスチャンスと捉えております。

■ 65歳以上の一人暮らしは増加傾向にあり、今後も増加すると予測されています。

予 測
(万世帯)

（年）

【出所】「国勢調査」、「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」（令和6(2024)年推計）
’40’35’30’25’20’15’10’05’000

200

400

600

1,200

1,000

800

’95

220
303

387
479

593

738
816

887
960

1,041 1,075 1,084

’45 ’50

元気な高齢者が増加すると予測されています。

高齢化社会の予測

健常者世帯
だけでも
176万世帯
の増加

賃
貸
住
宅

健常者世帯

要介護世帯
約4.4倍

1,119万世帯

1,857万世帯

非賃貸住宅

2023年実績 2050年予測

【基礎数値出所】
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計
（令和6（2024）年推計」
総務省「令和5年住宅・土地統計調査」、
国土交通省
「平成30年住生活総合調査」
【算出条件】
高齢者世帯×借家比率=22.73％、
健常者世帯比率=81.47％

445万世帯

101万世帯

268万世帯

61万世帯

外国人労働者数（万人）

（年）

【出所】厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（2024年10月末現在）
’23’22’21’20’19’18’17’16’150

50

100

150

250

200

’14 ’24

’23’22’21’20’19’18’17’16’15’14 ’24

172 172 182
204

230

78
90

108
127

146
165

在留外国人数（万人）

（年）

【出所】法務省「国籍・地域別在留外国人数の推移」（2024年6月末現在）
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350
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250

288 276
307

341 358

212 223 238 256 273
293

シニア世帯（65歳以上）の推移予測 健常者世帯が増加

シニア世帯（65歳以上）の1人暮らし世帯推移・予測

市場環境
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■   日本国内において、長期的な人口減少と生産人口不足が懸念される中、労働力確保のための方策として外国
人労働者への期待が高まっています。

■   2024年10月末の外国人労働者数は230万人となり、2014年78万人の約2.9倍まで増加しています。
■   2024年６月末時点における在留外国人数は358万人となり、前年末に比べ5.2%増加しました。
■   外国人労働者数、在留外国人数ともに過去最高を更新。今後も外国人居住者の増加が予想されます。

健常者世帯
だけでも
176万世帯
の増加

賃
貸
住
宅

健常者世帯

要介護世帯
約4.4倍

1,119万世帯

1,857万世帯

非賃貸住宅

2023年実績 2050年予測

【基礎数値出所】
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計
（令和6（2024）年推計」
総務省「令和5年住宅・土地統計調査」、
国土交通省
「平成30年住生活総合調査」
【算出条件】
高齢者世帯×借家比率=22.73％、
健常者世帯比率=81.47％

445万世帯

101万世帯

268万世帯

61万世帯

外国人労働者数（万人）

（年）

【出所】厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（2024年10月末現在）
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【出所】法務省「国籍・地域別在留外国人数の推移」（2024年6月末現在）
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2023年実績 2050年予測

【基礎数値出所】
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計
（令和6（2024）年推計」
総務省「令和5年住宅・土地統計調査」、
国土交通省
「平成30年住生活総合調査」
【算出条件】
高齢者世帯×借家比率=22.73％、
健常者世帯比率=81.47％
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【出所】厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（2024年10月末現在）
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【出所】法務省「国籍・地域別在留外国人数の推移」（2024年6月末現在）

0

50

100

150

200

300

350

400

250

288 276
307

341 358

212 223 238 256 273
293

外国人居住者数の推移
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予 測
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【出所】国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和５年推計)」、 国勢調査
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試算例では税率が40％から45％に上昇

税率構造

基礎控除

試算例

税率：40% 税率：45%

課税財産（基礎控除後）

1億円
以下

60%
税率

0%

10%

20%

30%

40%

50%

8段階

6億円
超6億円

以下3億円
以下2億円

以下

5千万円
以下3千万円

以下1千万円
以下

定額控除
5,000万円・・・①
法定相続人数比例控除
1,000万円×法定相続人の数・・・②

定額控除
3,000万円・・・④
法定相続人数比例控除
600万円×法定相続人の数・・・⑤

資産額5億円、法定相続人2人の場合
基礎控除 =①5,000万円＋②1,000万円×2人
 =7,000万円・・・③
1人当たりの相続課税価格=（5億円－③7,000万円）÷2
 =2億1,500万円

資産額5億円、法定相続人2人の場合
基礎控除 =④3,000万円＋⑤600万円×2人
 =4,200万円・・・⑥
1人当たりの相続課税価格=（5億円－⑥4,200万円）÷2
 =2億2,900万円

改正前
2014年12月31日まで

改正後
2015年1月1日以降

課税財産（基礎控除後）

60%
税率

0%

10%

20%

30%

40%

50%

6段階

3億円
超

3億円
以下

1億円
以下

5千万円
以下

1千万円
以下

3千万円
以下

課税
対象者

税収推移

2.8倍

5.6万人（4.4%） 15.5万人（9.9%）

201４年 相続対象者
（年間死亡者数12７万人）

2023年 相続対象者
（年間死亡者数157万人）

【出所】国税庁「相続税の申告事績の概要」（平成26年～令和5年）

相続税の税収は
2014年比215％
前年比107％

1.0

2.5

3.0

2.0

1.5
1.39

1.81

2014年 2015年 2022年 2023年

（兆円）

3.00
2.79

相続税法改正後

法改正　－2015年１月１日から改正相続税法が施行－

相続税の課税対象者、税収推移

改正のポイント 税率は6段階から8段階へ細分化、基礎控除は減額

市場環境
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北海道 東北 関東 （東京圏※） 甲信越・
北陸

東海 近畿 中国

（十億円） （%）

四国 九州・
沖縄

12.3

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

4

8

12

16

20

10.4
15.4 （15.8）

9.5
11.3

14.2

10.3 10.5 10.7

【出所】各国税局「相続税の課税状況」（令和4年度） ※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県

2,760

462 765

9,654
（8,871）

957

3,4３3

862 502
1,323

課税価格 納付割合

0

4

8

12

16

20

北海道 東北 関東 （東京圏※） 甲信越・
北陸

東海 近畿 中国

（千人） （%）

四国 九州・
沖縄

6.1

0

100

200

300

400

500

65.1 99.0
56.0

187.6

6.0

（19.1）

9.1

14.9

12.0
9.3 9.2

6.7

【出所】厚生労働省「人口動態統計」（令和4年）、各国税局「相続税の課税状況」(令和4年度） ※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県

74.4
129.0

481.4 （392.6）

111.8
178.0

250.8

17.2

死亡者数 相続税課税割合

相続税の地域別課税状況

課税割合 関東、特に東京圏は課税対象者が多い

納付割合 関東・東京圏の納付割合が高い

71
72

67

73

77

【出所】財務省「一般会計税収の推移」 【出所】財務省「令和7年度租税及び印紙収入概算」

60

65

70

75

80

85
（兆円）

（年度）

相続税

揮発油税

所得税
30%

〈23.2兆円〉

〈3.5兆円〉

〈2.0兆円〉

消費税

〈24.9兆円〉
32%

法人税

〈19.2兆円〉
24%

4%

3%

その他

〈5.6兆円〉
7%

2021 2024
（見込み）

2025
（予算）

20232022

2025年度
税収予算内訳

税収額

〈78.4兆円〉

税収動向

税収推移 景気回復、消費税増税により税収は増加傾向
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■  土地に賃貸住宅を建築した場合、土地の評価額から、借地権割合×借家権割合が控除されます。建物の評価額
（固定資産税評価額）は建築費×60%から、借家権割合が控除されます。

■ 相続税課税評価額が下がると、相続税率も段階的に下がり、相続税額は劇的に減少します。

■  賃貸住宅の土地・建物には、固定資産税の軽減措置があります。具体的には、「住宅用地で200㎡以下の部分（小
規模宅地）の課税標準は6分の1とする」というものです。

■  さらに、200㎡とは“一戸につき”ですので、賃貸住宅を建てた場合には、その戸数次第でどんな広い土地でも
全体の課税標準を6分の1とすることが可能になります。

対策前 対策後

土地評価
路線価:100,000円
土地面積:1,000㎡

1億円
8,200万円

1億円×（1−60%×30%）
(路線価×(1-借地権割合×借家権割合))

建物評価 0円
4,200万円

1億円×60%＝6,000万円
(建築費×60%=固定資産税評価額)

6,000万円×（1−30％）
(固定資産評価額×（1-借家権割合）)

借入金 0円 ▲1億円

相続税課税評価額 1億円
2,400万円

(8,200万円+4,200万円−1億円)
借入金額高は相続課税価格から控除

 7,600万円の課税評価額減

更　地 賃貸住宅を建築
＜試算条件＞

土地面積：1,000㎡
固定資産税評価額：6,000万円

＜試算条件＞
土地面積：1,000㎡

固定資産税評価額：6,000万円
建物取得価格：8,000万円

借地権：60％

固定資産税（土地） 84万円
6,000万円×1.4%

14万円
6,000万円×1.4%×1/6

固定資産税（建物） 0円 33.6万円
8,000万円×60%×1.4%×1/2

固定資産税（合計） 84万円 47.6万円

 年間36.4万円の節税

親から子への資産承継には、相続税額の引き下げが最も有効です。

賃貸住宅の建築による節税メリット　－相続税－

財産保全のための相続税課税評価額の引き下げ効果

賃貸住宅の建築は固定資産税額の引き下げにつながり、
年間のキャッシュフローにプラスになります。

賃貸住宅の建築による節税メリット　－固定資産税－

固定資産税軽減特例

更地評価 貸家建付地評価

市場環境
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■    賃貸経営オーナー様のうち、62.6％のオーナー様がサブリース物件を所有されています。

■    サブリース（一括借上）以外の賃貸オーナー様でも、81.5%のオーナー様が、管理のすべて、または一部を専
門業者に委託しています。

【出所】国税庁「統計年報」（2023）

現金・預貯金等

35.2％

有価証券

16.4％ 土地

31.6％

家屋･構築物

5.4％

その他

11.4％
相続財産の内
不動産の割合

約37.0% 相続対策

39.2％

保有税対策

11.2％
【出所】2024年度当社データ

安定収入確保

27.8％

遊休地の
活用

10.8％

農業継続不安

5.6％

その他

5.3％

すべて
サブリース物件

37.4％

所有物件中
サブリース物件
50％未満

12.6％

所有物件中
サブリース物件
50％以上

12.6％

サブリース物件
所有なし

37.4％

すべての管理を
業者に委託

28.2％

一部の管理を
業者に委託

53.3％

自主管理

18.5％
すべて
サブリース物件

37.4％

所有物件中
サブリース物件
50％未満

12.6％

所有物件中
サブリース物件
50％以上

12.6％

サブリース物件
所有なし

37.4％

すべての管理を
業者に委託

28.2％

一部の管理を
業者に委託

53.3％

自主管理

18.5％

相続財産の大半は、土地を中心とした不動産で、
相続・資産承継対策＝不動産の活用・承継対策となっています。
当社オーナー様の土地活用目的の大半は資産活用・承継対策です。

動機　－土地活用の必要性－

相続税の種類別取得財産内訳

サブリース物件所有の有無 サブリース以外の賃貸住宅の管理

サブリース契約を選んだ主な理由（上位５つ） 管理業務委託理由（上位５つ）　

土地活用目的

安定経営のパートナーとして、管理会社を選ぶオーナー様が増えています。

賃貸住宅の管理・運営

【出所】国土交通省「賃貸住宅管理業務に関するアンケート調査」（2019.12）

1 管理等の手間が大変だから 48.3%

2 安定的な収入が得たい 47.5%

3 サブリース業者の提案に納得 26.3%

4 なるべく手間のかからない形にしたい 25.9%

5 少しでも手間を省きたい 23.6%

1 契約更新・終了時のトラブルをなくしたい 52.2%

2 専門知識が不足しているため 50.2%

3 建物トラブル発生時に対応してほしい 44.3%

4 入居者とのトラブル発生時に対応してほしい 40.8%

5 管理を行う時間的余裕がない 40.3%
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（%）

2001 2005 2010 2015 2025（年）

住宅金融支援機構 長プラ 基準貸付金利
アメリカ住宅ローン金利 イギリス住宅ローン金利

【出所】日本銀行、住宅金融支援機構
　　　FREDⓇ Economic Data、イングランド銀行

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2.35

4.32

6.65

0.75

2.25

2008 2013 2018 2023 （年）

【出所】総務省「住宅・土地統計調査」

81,783 88,015

78,758
80,173

69,261

58,869

50,085

69,994

59,384

51,485

70,363

75,023

59,954

63,934

50,715
53,231

29m2以下 30～49m2 50～69m2 70～99m2

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000
（円）

2008 2018 20232013

【出所】日本：総務省「住宅・土地統計調査」、
　　　アメリカ：国勢調査局「American Housing Survey」、
　　　イギリス：国家統計局「Inflation and price indices」より、当社作成
　　　※為替は各年1米ドル144円、1英ボンド194円で試算

日本 イギリスアメリカ

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

61,963 65,496

127,383

146,532

166,513
197,318

61,149 60,423

118,582
130,239

152,257

202,337

（円）

（年）

金利動向

各種金利の推移 日本の金利は低位で推移

家賃動向

専有面積別家賃推移 家賃上昇傾向 各国の家賃推移 世界的に上昇傾向

市場環境
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【出所】当社データ

築25年超 築35年超

（年）2024 2029 2034 20442039
0

20

40

60

80

100

120
（万戸）

0.6 

13
5

26

13

49

26

75

49

106
 全建替比率 ※1

36.5%

2024年度

※1 建替受注件数/全受注件数
※2 当社既存物件建替受注件数/全受注件数
※3 国土交通省「建築着工統計調査」

 全国貸家建替比率 ※3

2.2％

 当社物件建替比率 ※2

8.6%

築25年超の管理戸数推移

建て替えの効果 土地資産の利用効率が向上、安定した家賃収入が見込めます

今後築25年超物件の急速な増加が見込まれています。

建て替え物件の増加

■ 減価償却期間を過ぎると建て替え需要が増加します。

建物の法定耐用年数
（減価償却期間） 27年

軽量鉄骨造
骨格材の肉厚
3mm超4mm以下

34年

骨格材の肉厚
4mm超

重量鉄骨造

47年

鉄筋コンクリート造

22年

木造
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106
107
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101

106

【出所】総務省「労働力調査 長期時系列データ」

総労働者 建設業

（2009年平均＝100）

（年）

2009 2012 2015 2018 20242021

（%）

17.84%
16.65% 16.23% 16.46% 16.60% 16.86%

28.38% 28.66% 29.17% 30.16%
31.23%

32.37%

12.77%
11.13% 10.80% 11.13% 12.03% 11.74%

32.50% 33.60% 33.80% 34.79% 35.48%
36.69%

【出所】総務省「労働力調査 長期時系列データ」

30歳未満（全産業） 30歳未満（建設業） 55歳以上（全産業） 55歳以上（建設業）

0

10

20

40

30

（年）

建設業従事者は高齢化によって減少傾向にあり、
労務単価は資材費・燃料費などの高騰により上昇傾向にあります。

建設業界の動向

建設業従事者の年齢構成推移 高齢労働者の割合は増加、若年労働者は微減

建設業従事者の推移（2009年平均=100） 建設業従事者は減少傾向

市場環境
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電気工 内装工

【出所】国土交通省「公共工事設計労務単価」

38,100

32,600

28,800
27,600

宮城県 東京都 大阪府 福岡県

20,000

30,000

40,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025（年度）

鉄筋工（単位：円／人） 型枠工

39,300

31,500
31,700

27,200

20,000

30,000

40,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025（年度）

（単位：円／人）

28,200

32,600

26,500 
26,600

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025（年度）

（単位：円／人）

30,900

33,000

30,000
29,900

20,000

25,000

30,000

35,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025（年度）

（単位：円／人）

【出所】日本銀行調査統計局「国内物価指数」

（年）

木材 鋼材等

161.3

110.3

141.0

2023 20242021 202220202016 2017 2018 2019 2023 20242021 202220202016 2017 2018 2019 （年）

108.7
124.4
141.6

舗装材料小型棒鋼 生コン普通合板 造作材 集成材

50

100

150

200

250

300

50

100

150

200

（2020年平均＝100） （2020年平均＝100）

労務単価動向 全国的にあらゆる職種の単価が高騰

建設資材費動向（2020年平均=100） 建設資材費は、上昇トレンド一服も高止まり
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不動産業界の市場規模は約56兆円

不動産業界の動向

不動産業の市場規模（売上高） 不動産業の市場規模は安定成長

参考：全産業の市場規模（売上高）

全国の借家入居率推移 全国の借家は約２割が空室（当社入居率はP42参照）
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38 37
39

43 43

47

（兆円）

（年度）

2,000

1,800

1,600

1,400

1,200

1,000
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2022 202320212020

1,409 1,448 1,432 1,456
1,544 1,535

1,482

1,362
1,448

1,578
1,633

（兆円）

（年度）

84.0

83.0

82.0

81.0

80.0
2003 2008 2013 2018 2023

82.4%

81.2% 81.2%
81.5% 81.4%

（%）

※入居率＝100％－（居住世帯のない賃貸用の住宅／（居住世帯のない賃貸用の住宅＋居住世帯のある借家（％）））

【出所】「令和５年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

（年度）

2013年度比
＋４９.７％

2013年度比
＋15.9％

【出所】財務省「法人企業統計調査」

市場環境
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住宅取得のハードル推移 金利、物価、住宅価格の上昇により、住宅取得のハードルは上がっている

持家・借家志向の推移 借地、借家でも構わないと考える人が増加
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住宅取得ハードル構成指数（2015=100）

（年度）

A 長期プライムレート B 消費者物価指数（CPI） C 住宅価格の所得比率 D 住宅取得ハードル
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20232003 （年度）

14.5%

82.3

4.4

3.2
10.1

65.0

3.0

14.5

17.5 20.5%

【出所】 A:日本銀行、B:総務省統計局「消費者物価指数」、C:OECD Price-to-Income (2015=100)より当社作成
　　　 2015＝100として各々指数化し、単純平均したものがD:住宅取得ハードル

【出所】「令和５年度土地問題に関する国民の意識調査」

[補足] A 住宅ローン金利：金利が高いほど月々の直接負担が増え、住宅取得ハードル上昇
　　　 B 消費者物価指数（CPI）：生活コスト全体があがると、可処分所得が圧迫されて、住宅取得ハードル上昇
　　　C 住宅価格／所得：物件価格が所得に対して高いほど、頭金貯蓄ペースの鈍化や返済額が増加し、住宅取得ハードル上昇

その他

借家（賃貸住宅）で構わない、
又は借家（賃貸住宅）が望ましい

建物を所有していれば、土地は借地でも構わない、
又は借地が望ましい

土地・建物については、両方所有したい
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企画・提案

積極的な募集活動により
入居率を高めます。

独自の一括借上制度でオーナー様の負担を軽減し、
きめ細かくサポートします。

入居者様募集 管理・運営

入居者様
募集

管理・
運営代行

変動
リスク
対応

賃貸効率
の追求

成果還元

・全国直営店舗、仲介専門ス

  タッフや協力不動産会社に 

 より高い入居率を実現。

・日々の煩わしい管理・運営業務を代行し、

 将来の収支変動リスクにも対応。

・長期の安定経営と、資産価値の向上をサポート。

不動産開発事業

建設事業

その他事業

不動産賃貸事業

オーナー様に代わり、賃貸経営におけるさまざまな負担を軽減します。

耐久性や高品質にこだわった、
価値ある建物を提供します。

設計・施工・監理

お申込み
ご契約

設計
施工

・幅広い工法および構造に対応。

・設計から完成まで一貫した施  

　工管理体制で徹底した品質管

 理を実施。

入念な市場調査を行い、最適なプランを提案します。

土地診断
建物計画
経営計画
資金計画

建物
賃貸事業
のご提案

・家賃や建物、入居者の募集、資金のことから、

 管理・運営まで、独自の経験やノウハウを活かした最

 適な事業計画を提案。

ビジネススキーム
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企画・提案

積極的な募集活動により
入居率を高めます。

独自の一括借上制度でオーナー様の負担を軽減し、
きめ細かくサポートします。

入居者様募集 管理・運営

入居者様
募集

管理・
運営代行

変動
リスク
対応

賃貸効率
の追求

成果還元

・全国直営店舗、仲介専門ス

  タッフや協力不動産会社に 

 より高い入居率を実現。

・日々の煩わしい管理・運営業務を代行し、

 将来の収支変動リスクにも対応。

・長期の安定経営と、資産価値の向上をサポート。

不動産開発事業

建設事業

その他事業

不動産賃貸事業

オーナー様に代わり、賃貸経営におけるさまざまな負担を軽減します。

耐久性や高品質にこだわった、
価値ある建物を提供します。

設計・施工・監理

お申込み
ご契約

設計
施工

・幅広い工法および構造に対応。

・設計から完成まで一貫した施  

　工管理体制で徹底した品質管

 理を実施。

入念な市場調査を行い、最適なプランを提案します。

土地診断
建物計画
経営計画
資金計画

建物
賃貸事業
のご提案

・家賃や建物、入居者の募集、資金のことから、

 管理・運営まで、独自の経験やノウハウを活かした最

 適な事業計画を提案。
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賃貸経営開始後も安心・安全・安定経営をサポートします。

３５年一括借上・４０年一括借上３５年一括借上・４０年一括借上

３５年（40年）一括借上の契約期間は３５年（40年）となります。ただし諸条件によ

り解約となる場合があります。詳しくはP.30「一括賃貸借契約を締結する上での

注意点」をご確認ください。尚、お客様から解約の申し入れをされる場合は、借地

借家法第28条（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件）が適用されるため、正当

な事由が必要となります。

※計画地によりご提案できるプランが異なります。

賃貸経営における入居者様募集や管理・運営、さらに事業に伴う収支変動リス

クへの対応など、オーナー様の立場に立って、賃貸経営をサポートします。

35年(40年)

一括借上

（40年間）

P.29

P.29

ビジネススキーム
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借上期間 35年（40年）

当初10年固定、以降5年ごと更新※5

大東建託パートナーズにて実施

30年間大東建託パートナーズにて実施

31年目以降オーナー様の実費負担にて実施
(スタンダードプランに変更)

[30年フルパッケージ+5年（10年）スタンダード]プラン

賃料固定期間

原状回復

修繕

一括借上契約期間について ＜３０年フルパッケージ＋５年（10年）スタンダード＞プランの場合

※１

※２

※３

(
契
約
開
始
日
　 

)

借
上
賃
料
支
払
開
始

借
上
賃
料
支
払
開
始

※5※4

※6

※7

※8

※１：

※２：

※３：

※４：

※5：

※6：

※7：

※8：

諸条件により解約となる場合があります。詳しくは別途P.30「一括賃貸借契約を締結する上での注意点」をご確認ください。

尚、お客様から解約の申し入れをされる場合は、借地借家法第28条（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件）が適用される

ため、正当な事由が必要となります。

一括賃貸借契約の契約開始日は、建物完成引渡し日、または行政検査完了日（もしくは仮使用申請検査完了日）、開発検査

完了日のいずれか遅い日の翌日からとします。

借上賃料の支払い開始日は、建築請負代金の最終清算日の翌日または一括賃貸借契約開始日のいずれか遅い日から3ヵ

月を経過した日の翌日からとします。

当初10年間とは、一括賃貸借契約開始日からの10年間とし、借上賃料の支払い開始日に対する免責期間を含みます。

40年一括借上の一部エリアでは、当初5年間固定、以降5年ごとに更新となります。

退去発生時は、次回入居者様の入居準備期間として最大15日間の借上げ賃料支払免責期間を設けています。更新時は周

辺家賃相場や建物設備などを考慮し、借上賃料の見直しを行います。また、賃料固定期間中でも、借地借家法第32条1項

（借家における家賃の増減額請求）の規定により、借上賃料が減額される場合があります。

３１年目以降、建物の修繕に係る費用についてはオーナー様の実費負担となります。

35年（40年)の契約期間満了後の一括賃貸借契約の原状回復費・修繕費につきましては、オーナー様の負担となります。

（40年）（40年）
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原状回復・修繕項目一覧

※駐車場と事業用部屋については管理委託契約となります

※ZEH仕様の建物で、新築時よりIHクッキングヒーターが設置されている場合、当該設備の修繕等は大東建託パートナーズが実施します。

・ 陸屋根再防水処理（アスファルト、塩ビシート、塗膜）

（電子錠を除く）

大東建託パートナーズは入居者様の過去の都度、必要に応じて下記の修繕を実施します。[35年（40年）]

大東建託パートナーズは、必要の都度、下記の修繕を実施します。[30年]

・ バルコニーの再防水修繕
・ シーリング打替え（外壁目地、サッシ枠廻り）
・ 外壁の塗装、外壁タイルの洗浄、屋外鉄骨階段本体の塗装
・ 住戸玄関扉枠、ＰＳ扉及び枠、共用扉枠・共用部分分電盤の塗装及び修繕
・ フェンスの修繕と部分取替、外構ブロック・側溝・各種排水桝の修繕
・ 勾配屋根の修繕
・ 雨樋の修繕
・ 共用階段・共用通路・共用エントランスの修繕
・ 駐車場路面・駐車場ライン・駐車場車止めの修繕
・ 共用水栓機器・ゴミ置き場の修繕
・ 建物名称看板・掲示板の修繕
・ ベランダ、玄関の隔板、玄関ポーチの修繕
・ その他一括賃貸借契約開始時に布設されている建物本体の美観と機能等の維持に関する修繕

・ 屋外照明器具の修繕
・ 雨戸の調整
・ テレビアンテナ、ブースター、分配器の修繕
・ 火災報知器の取替、消防設備・避難設備の修繕
・ 給水子メーター、浄化槽ブロアーの取替
・ 共用部分オートロック設備・集合ポスト・宅配ボックスの修繕
・ 自転車置き場の修繕と屋根塗装
・ その他一括賃貸借契約開始時に布設されている建物設備の修繕

・ キッチンの修繕
・ 洗面化粧台の修繕
・ 衛生器具の修繕
・ 便座の修繕
・ エアコンの修繕

・ ＦＦストーブの修繕
・ 洗濯パンの修繕
・ 浴室乾燥機の修繕
・ ユニットバスの修繕
・ 各種換気扇の修繕

・ 備付照明器具の修繕
・ 給湯器の修繕
・ インターホンの修繕
・ 電子錠の修繕
・ その他一括賃貸借契約開始時に布設されている部屋設備の修繕

（1）大東建託パートナーズからお客様にお支払いする家賃は減額される場合があります。 

（2）契約期間中においても解約となる場合があります。ただし、お客様から解約の申し入れ又は、
        更新拒絶をされる場合は、正当な事由が必要となります。 

・ 一括賃貸借契約（以下、本契約）では、お客様にお支払いする家賃を定期的に見直すこととしており、見直しにより、家賃が減額となる
　場合があります。
・ 本契約には、借地借家法第32条第1項（借賃増減請求権）が適用されるため、定期的な見直しの日以外であっても大東建託
 パートナーズからお客様に払う家賃が、
 ①土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により不相当となったとき
 ②土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により不相当となったとき
 ③近傍同種の建物の借賃に比較して不相当となったとき
　は、本契約の条件にかかわらず、大東建託パートナーズは家賃の減額を請求することができます。
・ ただし、近傍に同種の賃貸住宅が増加したことによる空室の増加や経済事情の変動とは関係なく個別の事情で発生した大東建託
　パートナーズの経営状況の悪化等の上記①～③に該当しない理由では、同条に基づく減額請求はできません。
・ また、借地借家法に基づく、大東建託パートナーズからの減額請求について、お客様は必ずその請求を受け入れなければならない
　わけではなく、大東建託パートナーズとの間で、変更前の家賃決定の要素とした事情を考慮要素として、協議を行っていただく
　こととなります。 

・ 本契約には、借地借家法第28条（更新拒絶等の要件）が適用されるため、お客様からの解約の申し入れ又は更新拒絶は、
 ①お客様及び大東建託パートナーズ（転借人（入居者）を含む）が建物の使用を必要とする事情
 ②建物の賃貸借に関する従前の経過
 ③建物の利用状況及び建物の現況
 ④お客様が建物の明渡しの条件として又は建物の明渡しと引き換えに大東建託パートナーズ（転借人（入居者）を含む）に
 　対して 財産上の給付をする旨の申出をした場合におけるその申出
 を考慮して、正当の事由があると認められる場合でなければする ことができません。

(注)甲：お客様　乙：大東建託パートナーズ　本契約：一括賃貸借契約　本件建物：契約書に記載する賃貸借を目的とした建物
大東建託パートナーズ：大東建託株式会社(東京証券取引所：プライム市場)の100％出資子会社

乙は、甲が次の各号の協議に応じない場合、その他甲との間で次の各号の協議が調わない場合、本契約
の期間中であっても、甲に対して６か月以上の予告期間をもって通知のうえ、本契約を解約することが
できるものとします。
一、第３条２項の借上支払賃料の見直し（改定）に関する協議
二、第１１条及び第１２条の修繕等に関する協議

甲が本契約に違反し、乙が催告したにもかかわらず甲が是正しないとき、または本契約に定められた甲
と乙との協議が調わないことにより、本契約の継続が著しく困難な状態に立ち至ったときは、乙は、催
告のうえ、本契約を解除することができるものとします。
本件建物または本契約に基づく甲の乙に対する債権について、差押、仮差押、譲渡（甲または乙に対す
る効力の如何にかかわらない）が行われたとき、甲について、民事再生・会社更生もしくは破産の申立
てがあったときまたは所有財産に保全処分を受けるなど資力が著しく悪化したと認められるときも同様
とします。

自然災害等の不可抗力や本件建物の敷地の瑕疵により本件建物が滅失・毀損もしくは使用制限され、ま
たは都市計　画等により本件建物が収去もしくは使用制限されることにより、本契約の継続が著しく困
難な状態に立ち至ったとき、本契約は当然に終了するものとします。
本契約締結後、甲と大東建託株式会社との間の本件建物の建築請負契約が解除・解約された場合、本件
建物に付随する駐車場に関する甲と乙との間の駐車場管理委託契約が解除された場合も同様とします。   

第20条 3項

第20条 5項

第20条 6項

（10年）

（10年）

（40年）

ビジネススキーム
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一括賃貸借契約を締結する上での注意点

※駐車場と事業用部屋については管理委託契約となります

※ZEH仕様の建物で、新築時よりIHクッキングヒーターが設置されている場合、当該設備の修繕等は大東建託パートナーズが実施します。

・ 陸屋根再防水処理（アスファルト、塩ビシート、塗膜）

（電子錠を除く）

大東建託パートナーズは入居者様の過去の都度、必要に応じて下記の修繕を実施します。[35年（40年）]

大東建託パートナーズは、必要の都度、下記の修繕を実施します。[30年]

・ バルコニーの再防水修繕
・ シーリング打替え（外壁目地、サッシ枠廻り）
・ 外壁の塗装、外壁タイルの洗浄、屋外鉄骨階段本体の塗装
・ 住戸玄関扉枠、ＰＳ扉及び枠、共用扉枠・共用部分分電盤の塗装及び修繕
・ フェンスの修繕と部分取替、外構ブロック・側溝・各種排水桝の修繕
・ 勾配屋根の修繕
・ 雨樋の修繕
・ 共用階段・共用通路・共用エントランスの修繕
・ 駐車場路面・駐車場ライン・駐車場車止めの修繕
・ 共用水栓機器・ゴミ置き場の修繕
・ 建物名称看板・掲示板の修繕
・ ベランダ、玄関の隔板、玄関ポーチの修繕
・ その他一括賃貸借契約開始時に布設されている建物本体の美観と機能等の維持に関する修繕

・ 屋外照明器具の修繕
・ 雨戸の調整
・ テレビアンテナ、ブースター、分配器の修繕
・ 火災報知器の取替、消防設備・避難設備の修繕
・ 給水子メーター、浄化槽ブロアーの取替
・ 共用部分オートロック設備・集合ポスト・宅配ボックスの修繕
・ 自転車置き場の修繕と屋根塗装
・ その他一括賃貸借契約開始時に布設されている建物設備の修繕

・ キッチンの修繕
・ 洗面化粧台の修繕
・ 衛生器具の修繕
・ 便座の修繕
・ エアコンの修繕

・ ＦＦストーブの修繕
・ 洗濯パンの修繕
・ 浴室乾燥機の修繕
・ ユニットバスの修繕
・ 各種換気扇の修繕

・ 備付照明器具の修繕
・ 給湯器の修繕
・ インターホンの修繕
・ 電子錠の修繕
・ その他一括賃貸借契約開始時に布設されている部屋設備の修繕

（1）大東建託パートナーズからお客様にお支払いする家賃は減額される場合があります。 

（2）契約期間中においても解約となる場合があります。ただし、お客様から解約の申し入れ又は、
        更新拒絶をされる場合は、正当な事由が必要となります。 

・ 一括賃貸借契約（以下、本契約）では、お客様にお支払いする家賃を定期的に見直すこととしており、見直しにより、家賃が減額となる
　場合があります。
・ 本契約には、借地借家法第32条第1項（借賃増減請求権）が適用されるため、定期的な見直しの日以外であっても大東建託
 パートナーズからお客様に払う家賃が、
 ①土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により不相当となったとき
 ②土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により不相当となったとき
 ③近傍同種の建物の借賃に比較して不相当となったとき
　は、本契約の条件にかかわらず、大東建託パートナーズは家賃の減額を請求することができます。
・ ただし、近傍に同種の賃貸住宅が増加したことによる空室の増加や経済事情の変動とは関係なく個別の事情で発生した大東建託
　パートナーズの経営状況の悪化等の上記①～③に該当しない理由では、同条に基づく減額請求はできません。
・ また、借地借家法に基づく、大東建託パートナーズからの減額請求について、お客様は必ずその請求を受け入れなければならない
　わけではなく、大東建託パートナーズとの間で、変更前の家賃決定の要素とした事情を考慮要素として、協議を行っていただく
　こととなります。 

・ 本契約には、借地借家法第28条（更新拒絶等の要件）が適用されるため、お客様からの解約の申し入れ又は更新拒絶は、
 ①お客様及び大東建託パートナーズ（転借人（入居者）を含む）が建物の使用を必要とする事情
 ②建物の賃貸借に関する従前の経過
 ③建物の利用状況及び建物の現況
 ④お客様が建物の明渡しの条件として又は建物の明渡しと引き換えに大東建託パートナーズ（転借人（入居者）を含む）に
 　対して 財産上の給付をする旨の申出をした場合におけるその申出
 を考慮して、正当の事由があると認められる場合でなければする ことができません。

(注)甲：お客様　乙：大東建託パートナーズ　本契約：一括賃貸借契約　本件建物：契約書に記載する賃貸借を目的とした建物
大東建託パートナーズ：大東建託株式会社(東京証券取引所：プライム市場)の100％出資子会社

乙は、甲が次の各号の協議に応じない場合、その他甲との間で次の各号の協議が調わない場合、本契約
の期間中であっても、甲に対して６か月以上の予告期間をもって通知のうえ、本契約を解約することが
できるものとします。
一、第３条２項の借上支払賃料の見直し（改定）に関する協議
二、第１１条及び第１２条の修繕等に関する協議

甲が本契約に違反し、乙が催告したにもかかわらず甲が是正しないとき、または本契約に定められた甲
と乙との協議が調わないことにより、本契約の継続が著しく困難な状態に立ち至ったときは、乙は、催
告のうえ、本契約を解除することができるものとします。
本件建物または本契約に基づく甲の乙に対する債権について、差押、仮差押、譲渡（甲または乙に対す
る効力の如何にかかわらない）が行われたとき、甲について、民事再生・会社更生もしくは破産の申立
てがあったときまたは所有財産に保全処分を受けるなど資力が著しく悪化したと認められるときも同様
とします。

自然災害等の不可抗力や本件建物の敷地の瑕疵により本件建物が滅失・毀損もしくは使用制限され、ま
たは都市計　画等により本件建物が収去もしくは使用制限されることにより、本契約の継続が著しく困
難な状態に立ち至ったとき、本契約は当然に終了するものとします。
本契約締結後、甲と大東建託株式会社との間の本件建物の建築請負契約が解除・解約された場合、本件
建物に付随する駐車場に関する甲と乙との間の駐車場管理委託契約が解除された場合も同様とします。   

第20条 3項

第20条 5項

第20条 6項

（10年）

（10年）

（40年）
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今後発生する空室予測〔年間〕

家賃審査・間取り選定
● 定期メンテナンス建物※を活用
● 間取り・面積・住宅設備等50項目を超える基準で比較・分析を実施

全国4,553エリアに
区分け

エリア毎の
供給計画会議

供給計画の実行

個別建物の審査

半年毎に
見直しを実施

Y  町

X  市

Z  市

審査地
凡例
=定期メンテナンス建物

D

D

D

C

C
C E

E

B

A

Z  
駅

X  
駅

立地審査
賃貸事業への適性診断

条件設定
駐車場・建物プラン等

家賃審査
適正家賃の設定

建設促進エリア

空室率が低く、客付け良好

※定期メンテナンス建物：家賃設定をする際に比較する他社施工建物

間取り・グレードによって
は空室率が低く、客付けは
限定的に良好

条件付き
建設促進エリア

空室率が、一定水準以下と
なるまで建設休止

一時休止エリア

1年後の空室率を
予測

現状の空室 今後退去による
空室戸数 今後の完成戸数

年間仲介件数

市場調査の専門スタッフが実需に沿った建物供給計画を行っています。

家賃審査体制（土地診断）

審査の流れ 当社独自の審査体制による供給計画

2025年5月末日時点

ビジネススキーム
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マーケティングスタッフ 拠点数

924名 165営業所

各2025年6月1日時点

■ コンサル営業部門の要望に左右されない公正な供給計画・家賃・条件等の設定

審査体制 当社グループ内専門スタッフによる公正な審査体制

【AI イメージ】 《従来の手法》

①類似物件の情報収集を行い周辺物件の家賃を
　参考に相場家賃を把握する。

①蓄積されたデータに対して最寄り駅
　広さ・築年数などの情報を入力。

②設備や立地などを比較し、家賃の加点・減点
　要素の洗い出しを行い適正家賃を算出。

《AI 活用》

AI

相場
家賃

適正
家賃

②物件の個別状況を加味して
　適正家賃を決定。

適正
家賃

家賃査定対象建物

自社建物データ数

他社建物データ数

約19.6万棟

約94.6万件
2025年5月末時点

家賃設定 客観性・透明性の高い家賃を設定

■  交通利便性・公共施設・商業施設等の市場性を調査

■  他社賃貸建物の「立地」「間取」「設備」などを継続的に調査

■  当社システム「DK MAP」にてデータの管理を実施

■  同一商圏より築年数や仕様などの類似建物を複数選定し、家賃を比較算出

■  AIを活用することで、より客観性の高い家賃を算出

市場調査とデータの蓄積  膨大な相場データを保有
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強固な体制とダイレクトセールスで、信頼を獲得しています。

営業体制

2,800

2,600

2,400

2,200

3,000

3,200

3,400

3,600

営業担当者数（人）

2,868
2,959

2,720

2,813

1人当たり受注高（万円）営業担当者数 1人当たり受注高

1,013

1,281

2,000

【出所】当社データ

0

1,000

500

1,500

2,000

2,500

’25/3 （期末・期）’21/3 ’22/3 ’23/3 ’24/3

1,495
1,700

2,970

1,715

営業担当者数・1人当たり受注高 採用活動の強化により営業担当者数増加

90,556 91,676 92,635

2024

（人）

80,000

90,000

100,000

50,000

60,000

70,000

【出所】当社データ

（年度末）2022 2023

新規

28.8％
リピート

71.2％

【出所】当社データ

オーナー様数 新規顧客様を順調に獲得 リピート契約率 既存顧客様から高い評価

2025年3月末時点

グループ会社
大東みらい信託

土 地 オ ー ナ ー 様

顧問税理士事務所
387社

金融機関
322機関

顧問会
1,122名

大東建託
コンサル営業担当者：2,700名　　　法人営業担当者 ：270名　　　計 ：2,970名

営業体制 土地オーナー様へ複合的提案が可能な体制を構築

ビジネススキーム
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完成工事高（億円）

3,500

6,500

8,000

5,000

0

3,000

2,000

2,500

1,000

500

1,500

4,000

3,500

技術者数（人） 技術者数 完成工事高

3,014

4,328

3,297

4,017

2,787

4,595

2,793

4,924

2,898

5,409

（期末・期）’21/3 ’22/3 ’23/3 ’24/3 ’25/3
2,000

【出所】当社データ

多角的な体制強化が業界No.１の供給を支えています。

設計・施工体制

技術者数・完成工事高 効率良い技術者配置により完成工事高を確保

ウズベキスタンから新卒の建設技術者を5名採用 インドネシアの国立大学に専門講座を開設

中央左：大東建託株式会社 代表取締役 社長執行役員CEO竹内　啓
中央右：シンガプルバンサ・カラワン大学 学長 アデ・ママン・スヘルマン

施工体制の強化 国内のみならず、海外からも優秀な人材を採用、技術者不足に対応

完成工事総利益・完成工事総利益率 価格改定効果により利益率改善

大東建託協力会
設計会社：1,092社　　施工会社：9,856社

2025年3月末時点

グループ会社
大東スチール　　大東建設　　シマ

施 主 様

大東建託
設計スタッフ：1,406名　　　施工スタッフ ：1,492名　　　計 ：2,898名 （管理職含む）

設計・施工体制 協力会社・グループ会社を含めた体制で、設計・施工品質を確保

完成工事総利益率（％）

24.0％

28.0％

32.0％

1,200

1,600

2,000
完成工事総利益（億円）

20.0％

完成工事総利益 完成工事総利益率

1,368

25.3%

800

【出所】当社データ
（期末・期）’21/3 ’22/3 ’23/3 ’24/3 ’25/3

1,069

24.7%

1,044

26.0%

980

21.3% 1,155

23.4%
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時代や社会のニーズに合わせた商品を開発。

商品力の強化

環境/ ＺＥＨ・ＬＣＣＭ賃貸住宅

ライフスタイル/次世代型・子育支援賃貸住宅

■ 2022年4月、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハ
ウス）基準を標準設定した「NEWRiSE(ニューライ
ズ)」の販売を開始。9月には北海道エリアの商品と
して「LUTAN Will(ルタンウィル)」の販売を開始
し、北海道を含む全国すべてのエリアでZEH基準
を満たす賃貸住宅提案を開始。

■ 2022年10月、ＬＣＣＭ(ライフ・サイクル・カーボ
ン・マイナス)基準を満たす賃貸住宅商品「ＮＥＷＲｉ
ＳＥ ＬＣＣＭ（ニューライズエルシーシーエム）」の販
売を開始。建物のライフサイクル（建築から解体ま
で）におけるＣＯ２の収支をマイナスにする住宅で、　
国土交通省による「サステナブル建築物等先導事
業（省ＣＯ２先導型）」において令和4年度から3年
連続で唯一採択されました。

■ ２０２３年５月、大東建託５０周年記念商品として
「ＶＩＳＩＯＮ ＭｙＴＡＧ(ビジョンマイタグ）」
を販売。学校法人多摩美術大学との産学共同研究
により生まれた、地域・入居者同士のつながりを生
む次世代型商品です。

■ ２０２４年8月、子育て世代とシニアに優しい新発想
の住戸構成（※特許出願中）による『シエルクラス』
の販売を開始。

木材活用促進
■ 2024年1月、岩手県産のアカマツを使用した国産材

100%の2×4工法賃貸住宅が完成。今後も、建設
地域の木材活用によ地産地消を促進させ、地域の林
業振興・地域創生に貢献していきます。

■ 2015年から取組みを開始した当社独自のCLT工法
を採用した建物が本年度までで全国で15件完成を
しています。

「ぼ・く・ラボ賃貸フィール」

当社独自のCLT工法を採用した３階建商品「フォルターブⅢ」

１棟８戸の国産材１００％の２×４工法賃貸住宅外観（２０２３年９月末時点）

「NEWRiSE LCCM（ニューライズエルシーシーエム）」

防災/防災配慮・震災復興支援賃貸住宅
■ 2018年、大東建託グループの防災プロジェクト“防

災と暮らし研究室「ぼ･く･ラボ」”を立ち上げ。賃貸
住宅における防災意識向上の取り組みを推進。

■ ２０２４年３月、能登半島地震の復興支援賃貸住宅と
して金沢市ひがし茶屋街の伝統的茶屋建築をモ
チーフとし「感電ブレーカー付分電盤」や「保安灯」な
ど「防災配慮アイテム」を標準装備した『ニューライ
ズ多雪 北陸モデル』の販売を開始。

■ ２０２5年5月、日常生活が非常時の備えにもなる災
害配慮型賃貸住宅第4弾として、在宅避難に着目
し、停電時非常用USBコンセントを装備した仕様も
用意したぼ・く・ラボ賃貸『FEEL（フィール）』の販売
を開始。

「VISION MyTAG（ビジョンマイタグ）」

「シエルクラス」

ビジネススキーム
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賃貸専門会社のノウハウを活かし、さまざまな商品をご用意しています。

商品ラインナップ

アパート デザイン性豊かでさまざまな生活シーンに対応した間取りの商品。

大規模開発の例 賃貸住宅の建設を通じて、地域や街並みとの調和を図ります。

横浜市神奈川区の例 長野県軽井沢の例

京都府の例

マンション １棟ごとにデザインする都市型賃貸マンション。併設するオーナー住戸もフルオーダーで。

ＲＣ造15階建共同住宅（エントランス） ＲＣ造７階建共同住宅（ロビー）

オーナー住戸（ＲＣ造・賃貸併設）オーナー住戸（ＲＣ造・賃貸併設）

ＲＣ造地上４階地下１階建共同住宅

コンテ モノウⅢ ぼ・く・ラボ賃貸DOMO（ドーモ） シエルパティオ（テラス）

ニューデフィⅢ コンテチェストⅢ シエルガレージ（１階ガレージ）
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① 耐震性能

耐 震 等 級
等級3：建築基準法に定める耐震性能×1.5倍
等級2：建築基準法に定める耐震性能×1.25倍
等級1：建築基準法に定める耐震性能

高耐震賃貸住宅として耐震等級3 に
標準対応した商品を開発（ぼ·く·ラボ賃貸ニーモ、
ぼ·く·ラボ賃貸フィール、シエルパティオ）

特 徴

【2×4工法】

屋根・壁・床が一体とな
る「モノコック構造」

【CLT工法】

屋根·床は「集成材梁組」とし、
壁に「CLTパネル＋オリジナル金
物」を採用

基本性能の特徴

２×４工法　
高耐力ホールダウン金物

２×４工法
コーナー金物

メンテナンスコストを引き下げる様々な技術を導入しています。

建築技術

高水準な基本性能の建物・設備を提供しています。

経年劣化・日焼け・
汚れ・カビ防止壁紙

汚れても簡単に
落ちる

透湿性能で
結露防止

キズに強く、一枚でも貼り替え
可能なフローリング キズ・色あせに強い室内建具

特殊樹脂コーティング

室内技術 原状回復費を抑える資材

基材の伸縮にも
ひび割れ、
剥がれなし外壁

外壁の伸縮
シーリング材

直射日光・
外部熱

外部技術 美観を維持する資材

サイディング材

汚れ

着色層
親水面

雨水が塗膜面に広がる

汚れが
流れ落ちる

 雨水で汚れを落とし、色あせ
が少ない外壁サイディング

 外壁に合わせ耐候性を高めた
シーリング

鍵交換不要な鍵

 優れた伸縮性 高い耐久性
ひび割れを
防ぐ、伸縮に
優れた組成

腐食によ
る劣化を
抑える素
材を配合

窯業系サイディング
防水形弾性塗材

（外壁タイル代替）

ビジネススキーム
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② 省エネ性能

断熱等性能等級

等級５: ZEH基準相当に適合※
等級4：平成28年省エネ基準相当に適合
等級3：平成4年省エネ基準相当に適合
等級2：昭和55年省エネ基準相当に適合
等級1：その他

1次エネルギー
消 費 量 等 級

等級６: ZEH基準相当に適合※
等級5：低炭素基準相当に適合
等級4：平成28年省エネ基準相当に適合
等級1：その他

特 徴 高い省エネ性能の部材を使用し
「ZEH基準相当」をクリア 特 徴 高効率給湯機やLED照明、節湯水栓を設定し

高い一次エネルギー消費量削減率を実現

③ 空気環境性能

ホルムアルデヒド
発 散 等 級

等級3：全ての面材がF☆☆☆☆以上
等級2：全ての面材がF☆☆☆以上
等級1：建築基準法に定める仕様

特 徴 ２４時間換気、化学物質の発散が少ない
内装材を使用し快適な空気環境を提供

【期待値】
花粉※1 除去率：90％以上
PM2.5※2 除去率：68％以上
※1 花粉はスギ花粉粒子径20μm～40μmを想定
※2 PM2.5は粒子径2.5μm以下を想定

花粉やPM2.5の住宅侵入を抑制する当社オリジナル
「給気口用フィルター」を開発

省エネ・創エネの普及にむけた技術開発に取り組んでいます。

※商品・地域・戸並びによって、等級が異なる場合があります。

省エネ技術開発の歩み 業界先駆けで省エネ設備を標準導入、その後ZEH、LCCMを開発

2010 2017 2021 2023

省エネ対策の強化 ZEH開発 LCCM開発 非 FIT 開始
省エネ法改正に伴い、断熱
性能（断熱材、サッシ等）、設
備性能（照明、給湯器等）の
強化を実施

日本初のZEH賃貸住
宅完成※

日本初のLCCM賃貸
住宅完成※

余剰電力を京セラ㈱が買い
取る電力買取契約を締結し、
FITによらない電力需給スキ
ームを構築

低圧一括受電システム※

を採用したDK-ZEHの
運用開始※当時は集合住宅のZEH基準

が確立していなかったため、戸
建住宅のZEH基準を参考に省
エネ計算を実施

※当時集合住宅のLCCM認定
基準がなかったため、戸建住宅
の適合判定ツールに照らした
検証と独自のLCAの実施によ
LCCM達成を検証

※低圧での電力受電、太陽光電
力の売電、自家消費等を電力会
社と当社との間で一括して行う

静岡県伊豆市のZEH賃貸集合
住宅１号棟 埼玉県草加市のLCCM賃貸住

宅１号棟

DK-ZEH賃貸住宅のイメージ

低圧一括受電システムによるZEH賃貸
集合住宅の供給エリア拡大
オーナー様の資産価値および事業性の
向上
入居者様の再エネ電力使用による環境
貢献

DK-ZEH 開始

再エネ由来の電力利用により、事業内
でのCO2排出量削減に貢献

④ 遮音性能

「新高遮音床」で高い遮音性を実現
人の耳で聞こえやすい音域において上階から
伝わる音を一般的な仕様から最大15dB低減

※１　 LH-55、LL-40の性能値は、財団法人建材試験センター
で試験された測定値であり、実際の建物の性能を補償
するものではありません。

※2　 一般的な木造賃貸住宅は、住宅金融支援機構の仕様
を基準としています。

■  ロックウール吸音板による「４つの性能」

■  重量床衝撃音（ＬＨ） ■ 軽量床衝撃音（ＬＬ）

吸音 消臭調湿 抗菌

LH-60 LL-45

LH-55 LL-40「D-tone55※1（標準仕様）」

LH-65 LL-50一般的な木造賃貸住宅仕様※2

LH-70 LL-55一般的な木造賃貸住宅仕様※2
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環境に配慮した賃貸住宅の普及を推進しています。

政府が推進する住宅の省エネ・省CO2化の取り組み

ZEH賃貸住宅販売実績

ＺＥＨ（Ｎｅｔ Ｚeｒｏ Ｅｎｅｒｇｙ Ｈｏｕｓｅ）

断熱強化と省エネ設備によって年間のエネルギー消費量を20％以上削減した住宅。さらに太陽光発電等の再生
可能エネルギーによりエネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指しています。

35,451戸
（78.7%）

40,697戸
（86.2%）

40,508戸
（91.4%）※

2024

（戸）

20,000

30,000

50,000

40,000

0

10,000

【出所】当社データ ※全契約戸数に対するZEH割合
（年度）20232022

※全賃貸住宅供給戸数に対するZEH割合

6,347戸
（15.4%）

26,058戸
（64.8%）

33,793戸
（80.9%）※

2024

（戸）

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

5,000

【出所】当社データ
（年度）20232022

2050年のカーボンニュートラル実現に向け、日本政府は省エネ・省CO2化の
取り組みを推進しており、2030年度以降新築される住宅について、ZEH基準
以上の省エネ性能水準の確保を目指しています。

ＬＣＣＭ（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）住宅

建物の建築から解体までのライフサイクルにおけるＣＯ２の収支をマイナスにする脱炭素住宅

■ 大東建託「LCCM賃貸集合住宅」の特徴

大容量太陽光パネルの設置創エネ

高断熱構造や底消費電力機器、高効率設備を設置省エネ

資材の高耐久化により建物修繕サイクルを長期化長寿命

バイオマス熱源による乾燥木材を使用省CO2

ZEH賃貸住宅供給実績

環境配慮住宅の推進

ビジネススキーム
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大容量太陽光パネルの設置

高断熱構造や底消費電力機器、高効率設備を設置

資材の高耐久化により建物修繕サイクルを長期化

バイオマス熱源による乾燥木材を使用

事業環境の変化に対応するため、施工体制を強化

木造

94％

RC造

4％S造

2％

【出所】当社データ（2024年度）

■  2021年からのウッドショックやインフレなどによる事業環境の大きな変化に対応するため
　 施工会社を取得。また、木材の安定調達を目的とし、海外に子会社を設立。

■  関西圏を中心に住宅・非住宅の建設工事等を手掛ける総合建設会社。

■  非住宅分野や公共事業領域において豊富な施工実績を有する。

■  大阪・関西万博にて、4か国（カナダ、イギリス、オーストラリア、アメリカ）のパビリオン施工に従事。

■  木造２×４工法に使用する海外木材の安定調達を担う。

■  カナダ現地法人設立により、現地製材所との連携強化。

■  ２０３０年までに持続可能な木材調達率１００％を目指す。

株式会社シマ

大東カナダトレーディング株式会社

非住宅/工場・倉庫

カナダ イギリス オーストラリア

土木事業 公共工事

当社が供給する賃貸住宅の構造割合（棟数ベース）

● 供給している賃貸住宅の約９割が木造

● 木材の多くをカナダから輸入

● カナダからの木材輸入量は国内トップ

建設事業の機能強化

DAITO KENTAKU GROUP FACT BOOK 2025 40

経
営
理
念
・
事
業
概
要

業
績
推
移

業
界
ポ
ジ
シ
ョ
ン

市
場
環
境

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ー
ム

企
業
デ
ー
タ



主要３社の連携により、低空室率・高家賃を維持しています。

入居者斡旋体制

※１：入居者斡旋対応店舗のみ
※2：2024年度、1件以上ご紹介いただいたご協力不動産会社様店舗数 2025年3月末時点

ご協力不動産会社様
12,809店舗※2

ハウスコムグループ大東建託
リーシング

242店舗
（内、FC店39店舗）

595名

361店舗
（内、FC店123店舗）

969名

【B to C】

163店舗※1

1,000名

【B to B】

お部屋探しをしているお客様

大東建託
パートナーズ

入居者斡旋体制 グループと社外の連携強化にて体制を構築

当社管理建物の入居者斡旋体制 業務分担により効率化を実現

大東建託リーシング㈱
ハウスコム㈱ 大東建託パートナーズ㈱

不動産会社様付け仲介業務

自社管理建物仲介業務

市場調査・家賃審査業務

○

○

○

30.3

16.8

12.2

1.3

30.2

16.2

12.7

1.3

【出所】当社データ
※2025年2月1日よりハウスコム(株)は完全子会社化

（万件）

0

5

10

15

20

25

30 29.9 29.7

16.6 16.8

12.0 1１.7

1.3 1.2

自社付仲介件数 他社付仲介件数 ハウスコム付仲介件数

（期）’21/3 ’22/3 ’23/3 ’24/3 ’25/3

30.4

17.0

12.2

1.1

賃貸住宅仲介件数の推移 自社付・他社付共に順調に増加

ビジネススキーム
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通常契約 本プラン契約
家賃 50,000円 50,000円
共益費 3,000円 3,000円
駐車場 5,400円 5,400円
敷金（2ヶ月） 100,000円 0円
クリーニング費 0円 32,400円
仲介手数料 54,000円 54,000円
駐車場手数料 5,400円 5,400円

217,800円 150,200円

122.4

【出所】 当社データ

30

60

90

150

120

管理戸数（万戸） 入居率（%）※1

0

20

40

60

80

100

※1：家賃ベース入居率=
　   100%－（空室物件の
　　 借上家賃支払額／
　   家賃総額（%））

管理戸数
入居率

116.9 119.7

97.8%

（年度末）
0

98.0% 97.9%

2023

125.5

2024

98.1% 97.8%

128.7

2020 2021 2022

入居者斡旋力は、業界トップクラスです。

賃貸住宅管理戸数と家賃ベース入居率 管理戸数が増加しても高い入居率を維持

入居者様募集活動 「いい部屋ネット」ブランドによる入居者様募集活動

0

10

20

30

40

※2：件数入居率=
　　 100%－（空室数／
　   管理戸数）

管理戸数（万戸） 件数入居率（%）※2

99.1% 99.6% 99.3% 98.7% 98.1%

20.0

29.7 27.2
23.4

13.5 12.4

【出所】 当社データ
（築年数）0～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～25年 26年～

管理戸数
件数入居率

0

25

50

75

100
98.1%

築年数別管理戸数と件数入居率 築年数が経過した物件でも、高い入居率を維持

② 敷金ゼロ・定額クリーニングプラン
■ 入居時初期費用の低減 ＆ 退去時精算の透明性を実現

ご契約時に必要な費用

③ 保証人不要サービス
■ 連帯保証人を依頼する煩わしさの解消、スムーズな契約・入居の実現

① クレジットカード決済が
　 あらゆるシーンで
　 利用可能

全てクレジットカード決済が可能

入 居 時

初 期 費 用
入 居 中

家 賃
退 去 時

精 算 金

サービスの拡充 入居者様のニーズに対応

入居問合わせ媒体内訳 不動産業務に特化した一気通貫の申込･契約サービス

不動産会社や入居者様が利用しやすい電子申込・契約サービスを追及

インターネット
83.6%

来店0.9%

その他
14.1%

紹介1.4%

※2024年度

20

40

60

80

100

79.9
84.9 91.7

75.5%

95.6

76.8%
70.8% 73.1%

［保証人不要サービス利用推移］（万件） （％）

年度末利用件数 利用率

（年度）2020 2021 2022 2023 2024
【出所】 当社データ

0

20

40

60

80

100

88.5

74.6%

67,600円も
初期費用を

抑えられます！
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124.7
(864億円)

127.8万戸
(892億円)

66,273
66,852円

64,400

63,700

65,100

65,800

66,500

67,200

1戸あたり家賃（円）

100
（年度）

105

110

115

120

130

125

63,000

家賃管理戸数（万戸）※1

2019 2020

家賃管理戸数 1戸あたり家賃（居住用）   （3月家賃管理総額※2）

【出所】 当社データ　※1：管理物件のうち、家賃の回収管理を受託している戸数（居住用・事業用の合算値）
※2：家賃の回収管理を受託している金額（居住用・事業用の合算値）

111.6
(758億円)

64,343

2021

116.2
(792億円)

64,728

119.5
(819億円)

65,236

2022

122.0
(842億円)

2023 2024

65,801

約130万戸を管理可能な体制を築き、安定的なストック事業を実現。

管理体制

家賃管理力 毎月約900億円の家賃を管理

－25.0

－20.0

－15.0

－10.0

－5.0

0.0

【出所】当社データ

（%）

築25年～21年
（2000年～2004年）

築20年～16年
（2005年～2009年）

築15年～築11年
（2010年～2014年）

築10年～築6年
（2015年～2019年）

築5年～築1年
（2020年～2024年）

阪神・淡路大震災

貸家着工戸数
（年度平均）

リーマンショック

築30年～26年
（1995年～1999年）

東日本大震災

－0.8％

＋0.6％

－20.0％

513,121 戸 ４４８,２０２ 戸 ４４８,６２２ 戸 326,1６5 戸 389,182 戸 335,704 戸

－11.6％

－5.8％

＋1.9％

家賃変動 貸家着工戸数が年間50万戸を超えていた過剰供給時期を除けば、大きな家賃変動はありません。

オ ー ナ ー 様

大東建託
アフターサービス、 お客様サポート部門

クリーンキーパー
4,072名

ビルディングキーパー
461名

大東建託パートナーズ※

管理スタッフ（管理職含む）：2,031名　　　　管理事務スタッフ：475名

※大東建託の管理部門の充実を図るため、当社100％出資子会社として1999年11月に設立（当時：大東建物管理（株））。賃貸建物の一括借上、
　管理・運営を主業務としており、管理戸数も業界No.1。賃貸建物の総合管理事業を展開しています。

2025年3月末時点

管理体制 管理会社「大東建託パートナーズ」を主とした管理体制

ビジネススキーム
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問い合わせ窓口 入居者さまに安心と満足を提供

緊急出動件数

17,304件 

管理・点検
緊急トラブル対応
管理サービススタッフ

建物の清掃
クリーンキーパー

建物の点検
ビルディングキーパー

4,072名（2025年3月末時点）地元の主婦
の方々を中心に建物内外を清掃

461名（2025年3月末時点）専門スタッフ
が2ヵ月ごとに建物点検を実施

※2024年度

2025年4月
会員数150万人突破
● 家賃明細の閲覧や
　 各種手続きが可能
● 入居者限定価格での商品提供
● 暮らしに役立つ情報発信

年間応答件数

1,089,586件 

■ いい部屋サポートセンター

※2024年度

■ 入居者さまアプリ ■ よくあるご質問FAQ

入居者さまアプリ登録者数

150万人 ※2025年4月末

住まいのお困りごとやトラブルなどアプリから
気軽にお問い合わせ

２４時間住まいに起こる様々なトラブルをサポート
６ヵ国語対応

AIアシスタント「スマイちゃん」がチャット形式で
タイムリーに回答

入居者さまから多く寄せられるご質問にお答えしています

■ AI(人工知能) による問い合わせ

AIアシスタント「スマイちゃん」

〈問い合わせ画面イメージ〉

表情は10パターン

タイムリーな回答

回答レベルを均一化

従来

※トップ画面
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事業概要

建設事業
（事業提案～設計・施工）

不動産開発事業
(当社リソースを活かした開発事業)

不動産賃貸事業
（仲介・建物管理）

賃貸住宅

コア事業

土地情報力
(全国3,000名の営業社員）

販売力
(顧客様約9万名）

施工力
(協力会社約1万社)

コア事業で
得た資本

仲介力
（賃貸仲介件数１５年連続No.1※1）

建物管理力
(管理戸数28年連続No.1※2）

※1 全国賃貸住宅新聞第1635号 2025年１月6日発行
※2 全国賃貸住宅新聞第1615号 2024年8月5日発行

買取・再販事業（P46）
購入した収益物件をバリューアップし売却

ビルドセット（開発販売）事業（P47）
自社で用地購入し、収益物件として新規開発

投資マンション事業（P48）
首都圏中心に個人投資家向けに区分販売

ホテル・物流施設等開発（P49)
管理・運営を見据えた開発

海外事業（買取･再販事業） （P50）
北米で収益物件をバリューアップし売却

ビジネススキーム
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大東建託グループにて収益物件を仕入れ、リノベーションを施し、販売

買取・再販事業

投資に適した収益物件を買取り、リノベーションを施し、収益物件として販売スキーム
土地・建物仕入れ 建物リノベーション 完成 販売

仲介 建物管理

当社顧客様
投資ファンド様

管理

お客様

リノベーション事例

Before

After

売上実績

97

48

17

（億円）

40

60

80

100

0

20

（期）‘23/3 ‘25/3‘24/3

7069

29

（億円）

40

60

80

100

0

20 29

‘23/3 ‘25/3‘24/3 （期）

ストック状況（BS残高）
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桜新町プロジェクト 滝野川プロジェクト 三ノ輪プロジェクト

21

129

（億円）

150

200

0

50

100

（期）‘23/3 ‘25/3‘24/3

大東建託グループにて市場に合致した不動産開発を行い、収益物件として販売

ビルドセット（開発販売）事業

スキーム 用地仕入れ後、賃貸住宅を開発・販売

目的 資産価値の最大化、当社収益の拡大が可能

販売事例

市場調査
土地仕入れ

建物の
企画・開発 設計・施工 販売 管理

お客様

土地

個人の資産に
応じた事業規模

既存事業 不動産開発事業

当社グループでの実施により、事業規模を最大化

個人では難しい
大規模プロジェクトの実施

管理ストック拡大による中・長期的なストック収入獲得

売却後も大東建託グループにて
管理・入居者斡旋などを実施

売上実績 ストック状況（BS残高）

177

336

９０

（億円）

150

200

250

300

350

0

50

100
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投資マンション事業

投資用マンションの開発から区分販売、管理まで実施。

事業内容・特徴

■ 首都圏を中心に、開発用地の取得から設計、建設、販売、建物管理、賃貸管理までワンストップでサービス提供

■ 全住戸IoTを搭載するなど、デザイン性・資産価値の高いマンションを自社開発

■ 主に、個人投資家に資産形成・資産運用等のコンサルティングを行い、区分販売

（スキーム図）
･不動産会社
･金融機関 等
･自社仕入(大東建託)

外注先
（管理・仲介関連）

入居者

自社開発・販売
(インヴァランス)

自社管理
(インヴァランス)

マンション開発
用地仕入

賃貸仲介・
建物清掃等 サブリース

建物管理委託賃貸管理

区分販売
（自社販売）

個人投資家

個人投資家

開発マンション
管理組合

マンション建築･ゼネコン各社
･自社施工
  (大東建託・大東建設)

フロー
ビジネス

ストック
ビジネス

･不動産会社
･金融機関 等
･自社仕入(大東建託)

外注先
（管理・仲介関連）

入居者

自社開発・販売
(インヴァランス)

自社管理
(インヴァランス)

マンション開発
用地仕入

賃貸仲介・
建物清掃等 サブリース

建物管理委託賃貸管理

区分販売
（自社販売）

個人投資家

個人投資家

開発マンション
管理組合

マンション建築･ゼネコン各社
･自社施工
  (大東建託・大東建設)

フロー
ビジネス

ストック
ビジネス

業界トップ水準の入居率

開発マンション事例

管理戸数・借上戸数・入居率

CREVISTA　横浜関内 CREVISTA　北赤羽CREVISTA　浮間舟渡

（戸数） （%）

（年度末）‘23 ‘24‘20 ‘21 ‘22

借上戸数管理戸数 入居率

99.4%

97.9%

98.9% 99.4% 99.9%

0

2,000

1,000

3,000

4,000

7,000

6,000

5,000

93

94

96

95

97

98

100

99

ストック状況（BS残高）
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ホテル・物流施設等開発

今後の需要を踏まえた開発を実施

スキーム

エリア

開発イメージ

ホテル

物流施設

物流施設

ホテル

札幌・東京・大阪・京都・博多など 主要観光地
関東・関西・九州中心

管理機能を強みとした、アパートメントホテルを中心に展開

厳選した立地で、ドライ倉庫や冷凍冷蔵倉庫の開発を促進

アパートメントホテルの開発イメージ

大分県湯布院にて開発予定のリゾートホテル

栃木県鹿沼市にて建設中の物流施設

完成

￥

売却・引渡しリーシング用地購入

当社にて土地仕入れ 土地・建物セットで売却

建物施工

土地

cat     tokudation
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海外事業

米国でも買取・再販事業をスタート

事業内容・特徴

展開エリア

リノベーション事例

■ ポテンシャルのある物件を厳選して購入。現地法人Daito Kentaku USAがリノベーションを施し、良質の収益
 物件として、投資家様へ売却。

■ ご購入後の管理・運営に加え、売却時の仲介にも万全のサポートを提供し、国内の不動産と同じように安心して
 投資頂ける体制を構築。

■ 買取・リノベ・再販ではない通常の仲介も実施。個々の投資家様のニーズに応じたソーシング、管理、バリュー
 アップを提案。

■ 米国カリフォルニア州を軸に展開。今後安定的に需給バランスが取れる市場へ段階的に拡大。

■ 内装も現地で好まれる仕様にリノベーション

第1号案件取得（9棟36戸）
カリフォルニア州レドンドビーチ

Before After

DAITO KENTAKU GROUP FACT BOOK 2025 50

経
営
理
念
・
事
業
概
要

業
績
推
移

業
界
ポ
ジ
シ
ョ
ン

市
場
環
境

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ー
ム

企
業
デ
ー
タ



アパート・マンションへのLPガスの設備工事と供給事業を行っています。都市ガス小売全面自由化に伴い、都市ガ
スも供給しています。

エネルギー事業

LPガス供給戸数

都市ガス供給戸数

432,985戸

80,714戸
2025年3月末時点

業界最高水準の保安システムを全戸に設置

携帯電話通信網

漏えい
検知装置 親機

NCU
子機

子機 給湯器 コンロ

集中監視センター

全てのお客様（100％）に、このシステムを設置しています。

保安業務委託先

ガスパル販売所

情報端末装置

再生可能エネルギー由来の電力供給に貢献

システム使用料

発電 売電

オーナー様 電力会社

設備棟数推移

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

5,000

【出所】当社データ

27,570
23,358

26,141

‘25/3‘23/3 ‘24/3 （年度）

オーナーさまからお借りした賃貸住宅の屋根に太陽光パネルを設置し、発電した電気を全量、電力会社に売電する
事業を行っています。

※環境省「令和4年度家庭部門のCO2

排出実態統計調査　資料編（確報値）」
1世帯あたりの年間電気使用量の
全国平均3,950kWh より算出

（年間発電量）

設置済棟数

太陽光発電電力量

27,570棟
2025年3月末時点

459ギガワット
 上記でまかなえる
 一般家庭の年間電気使用量

116,261世帯分

太陽光発電事業

ガス事業

たつのメガソーラー発電所

太陽光発電施設

3カ所

再生可能エネルギー事業

大和茨城第二発電所

国内にメガソーラーを含む太陽光発電所を保有、電力会社へ売電しています。
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植林 伐採

RE100達成へ
向けた再エネ導入CO2 吸収

発電

廃棄される
端材や枝葉を買取

森林系バイオマス
燃料として活用 自社消費

CO2 排出

木質チップの利用

概念図

貯木場

大東バイオエナジー株式会社 株式会社一戸フォレストパワー

木質チップ木質チップ製造過程

バイオマス発電事業

■ RE100の促進、脱炭素化促進のため、2024年4月より兵庫県朝来市で朝来バイオマス発電所の営業運転
   を開始。さらに、2025年4月より新たに岩手県一戸町にある株式会社一戸フォレストパワーを取得し、営業運
   転を開始しました。

■ 日本の森林資源を使った森林循環型サイクルで森林保全・国内林業活性化に貢献します。

■ 太陽光発電や風力発電などと比べ、天候や時間帯の影響を受けることなく24時間安定して電力を供給できます。

■ 両発電所で発電した再生可能エネルギーを事業所で利用することで、当社グループにおける再生可能エネルギー
 の国内導入率は10０％に達する見込みです。

■ 枝・根株、製材端材などをチップ化するハンマー式破砕機などを使用しています。

■ 燃料となる木質チップの品質条件を緩和することで受け入れ種類を拡大し、林業の活性化と林地残材による災
  害対策に貢献します。

■ 未利用木材などを燃料として利用することで、森林の持続可能性に寄与します。
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介護・保育事業

保育所数

27施設
2025年3月末時点

神奈川県：21施設

東京都：6施設

キッズパートナー 東京・神奈川で認可保育園「キッズパートナー」を運営

キッズパートナーみなとみらいの内観

在宅で暮らすご高齢者に、トレーニングやレクリエーション、食事、入浴などのデイサービスを提供しています。

デイサービス施設数

82カ所
2025年3月末時点

延べ利用者数

98.9万人
2024年度

デイサービス

トレーニングの様子 イベントの様子

介護スタッフがお宅にお伺いして、介護を必要とされる方の日常生活のお手伝いをいたします。

訪問介護施設数

10カ所
2025年3月末時点

訪問介護

完成棟数

3カ所
2025年3月末時点

サービス付き高齢者向け賃貸住宅

エルダーガーデン南つくし野（外観） 居室内（モデルルーム）
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不動産投資事業

当社グループがマレーシアで所有するホテル「ヒルトン」 「ル・メリディアン」

（株）阪急阪神ホテルズが運営する
宿泊主体型ホテル「レムプラス銀座」

ワシントンDC郊外にて現地有力不動産
開発会社とともに賃貸マンションを開発

ホテル事業

国内外不動産投資

2025年度開設予定数

13施設 2025年3月末時点

住宅型有料老人ホーム

食事、洗濯、清掃などの生活支援サービスが付いた高齢者施設で、要支援や要介護に認定された高齢者が
介護サービスを受けやすいよう配慮された施設です。

2024年より販売している「ソエルガーデン」は、大東建託で設計・施工し、グループ会社の
大東建託パートナーズにて管理、ケアパートナーが入居募集および運営を行います。
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創業以来、常に社会情勢に適応しながら、歩んできました。

大東建託グループの沿革

売上高・営業利益・日経平均株価の推移と社会・経済の動き

3社体制始動
フランチャイズ事業開始
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）各
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３
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空室率＝空室物件の借上家賃支払額 /家賃総額

※管理戸数の単位…第 1期（1974年度）～第 10期（1983年度）は「戸」、第 15期（1988年度）以降は「万戸」にて掲載
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※第 20期（1993年度）までは単体、第 21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。

売上高（左軸：億円）
営業利益（左軸：億円 /10）
日経平均株価（右軸：万円）

空室率（％）

※年度

-

第1期
1974

0.62

0.01

8

1

-

第5期
1978

9.98

0.73

393

2

-

第10期
1983

77.1

7.62

1,811

8

-

第15期
1988

737

109

1.8

47

-

第20期
1993

2,741

394

11.0

88

3.96

第25期
1998

2,312

219

21.0

115

3.41

第30期
2003

4,386

490

35.2

161

4.41

第35期
2008

9,548

703

59.1

199

3.08

第40期
2013

12,596

897

84.3

220

3.31

第41期
2014

13,531

915

90.1

220

3.19

第42期
2015

14,116

1,010

96.0

218

3.05

第43期
2016

14,971

1,201

101.5

218

2.83

第44期
2017

15,570

1,263

107.2

221

2.59

第45期
2018

15,911

1,270

112.2

221

2.78

第46期
2019

15,862

1,279

116.5

227

2.23

第47期
2020

14,889

867

120.4

216

1.88

第48期
2021

15,830

995

123.1

211

2.14

第50期
2023

17,314

1,048

128.9

215

2.20

第51期
2024※

18,423

1,188

132.1

204

2.00

第49期
2022

16,576

1,000

125.9

209

生産緑地法の改正

宅地並課税の施行

大東建託に社名変更

名証2部上場

大東協力会再編

大東共済会設立

ハウスコム設立

大東ファイナンス設立

東証1部上場

名証1部に指定替え

本社東京移転

名古屋にて
大東産業を設立

阪神・淡路大震災

新本社ビル竣工

大東建物管理設立
(現大東建託パートナーズ)

ケアパートナー設立

全国支店網完成

リーマンショック

改正保険業法施行

賃貸経営受託システムスタート

東日本大震災

大東建託リーシング設立

管理戸数100万戸達成

サステナビリティ基本方針
7つのマテリアリティを特定

大東建託グループ
パーパス策定

日銀マイナス
金利導入

新型コロナウイルス
感染症の流行

ウッドショック

相続税法改正

※第 20期（1993年度）までは単体、第 21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。

企業データ
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3社体制始動
フランチャイズ事業開始
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※第 20期（1993年度）までは単体、第 21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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宅地並課税の施行

大東建託に社名変更

名証2部上場

大東協力会再編

大東共済会設立

ハウスコム設立

大東ファイナンス設立

東証1部上場

名証1部に指定替え

本社東京移転

名古屋にて
大東産業を設立
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大東建物管理設立
(現大東建託パートナーズ)
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改正保険業法施行
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東日本大震災

大東建託リーシング設立

管理戸数100万戸達成

サステナビリティ基本方針
7つのマテリアリティを特定

大東建託グループ
パーパス策定

日銀マイナス
金利導入

新型コロナウイルス
感染症の流行
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※第 20期（1993年度）までは単体、第 21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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※第 20期（1993年度）までは単体、第 21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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生産緑地法の改正

宅地並課税の施行

大東建託に社名変更

名証2部上場

大東協力会再編

大東共済会設立

ハウスコム設立

大東ファイナンス設立

東証1部上場

名証1部に指定替え

本社東京移転

名古屋にて
大東産業を設立

阪神・淡路大震災

新本社ビル竣工

大東建物管理設立
(現大東建託パートナーズ)

ケアパートナー設立

全国支店網完成

リーマンショック

改正保険業法施行

賃貸経営受託システムスタート

東日本大震災

大東建託リーシング設立

管理戸数100万戸達成

サステナビリティ基本方針
7つのマテリアリティを特定

大東建託グループ
パーパス策定

日銀マイナス
金利導入

新型コロナウイルス
感染症の流行

ウッドショック

相続税法改正

※第 20期（1993年度）までは単体、第 21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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建設事業 アパート・マンション等の建築

大東建託株式会社
建物賃貸事業の企画・提案、設計・施工

大東建設株式会社 大東スチール株式会社

不動産賃貸事業 賃貸建物の仲介および管理ならびに不動産賃借

大東建託リーシング株式会社
不動産仲介・売買事業

大東建託パートナーズ株式会社
賃貸建物の管理・一括借上事業

ハウスコムグループ
賃貸アパート・マンション等の仲介

株式会社シマ
物流施設・公営住宅等の建築

大東カナダトレーディング株式会社
建築用木材の購入、輸出及び販売

ハウスリーブ株式会社
入居者様の保証人受託

株式会社キマルーム
不動産会社向けシステム開発 

２０２３年９月設立。２×４用木材を安定調達す
るため、２０２４年１月より事業開始。２０３０年ま
でに森林認証材の調達率１００％を目指してい
ます。

2023年2月株式取得。不動産賃貸業にお
ける「入居者様募集」から「追客/申込/契
約」「更新/退去」までの業務を一気通貫で
DX化する自社製品「キマルーム」シリーズを
展開し、業界のデジタル化を支援・促進して
います。

賃貸建物等の設計施工 建設資材等の供給
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※グループ内での連結相殺後の金額を表示

※2023年10月株式取得
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グループ会社の一覧

企業データ
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不動産開発事業 大規模マンションの開発やリノベ再販など

その他事業 事業の多角化、国際化を推進    

ハウスペイメント
株式会社

決済代行サービス事業

大東みらい信託
株式会社
管理型信託事業

少額短期保険
ハウスガード株式会社

少額短期保険業

DAITO KENTAKU USA
海外不動産投資事業

大東バイオエナジー
株式会社

バイオマス発電事業

株式会社
一戸フォレストパワー

バイオマス発電事業

大東アジア
ディベロップメント

海外ホテル事業（ル・メリディアン）

大東アジア
ディベロップメントⅡ
海外ホテル事業（ヒルトン）

ガスパルグループ※
LPガス設備工事・供給事業

ケアパートナー株式会社
介護事業・保育事業

大東ファイナンス株式会社
金融事業（建築資金の融資）

Ｄ．Ｔ．Ｃ
火災保険の再保険事業

株式会社インヴァランス
投資マンション事業

大東建託アセットソリューション株式会社
不動産流動化事業

株式会社アスコット
不動産開発・賃貸事業

海外不動産事業
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※グループ内での連結相殺後の金額を表示
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間伐材や、構造材として利用できず廃棄される端材や枝葉を有効活用
したバイオマス発電所を運営。

2025年3月株式取得。1999年の創業以来、
都心5区を中心に分譲マンション・賃貸マン
ション·オフィスを開発。近年は物流施設や商
業施設などアセットタイプを拡大。
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売上高（億円、左軸） 営業利益（億円、右軸）
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